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投 票 行 動 論 序 説(1)

1研 究 の継承 と発展

「歴史的にいえばおそ らく,投 票理論をわれわれに与えて くれた偉大な理論家は存在 しな

かった。……なるほどギ リシャの哲学者の時代か らこんにちに至るまで投票の意味,方 法,

動機がときには探索されてきたが,か かる哲学的分析は,よ り大きな,よ り一般的な思索に

付随するものにすぎなかった1)。」投票行動研究の方法論的パ ラダイムの起点をどこに求める

か,こ れは確かに定かでない。だが一方で,P.H。Rossiが 「投票行動概究の四つの道標」

の一つとして,S.A,Riceの 研究の先駆的意義を積極的に評価 していらい,現 在までの半世

紀にわたる研究の継承と累積が,研 究主題と方法の連続性の観点か らかな り明確に浮彫 りさ

れてきたことも事実である2)。

Riceの 研究主題は,政 治行動のもっとも確実で 測定可能な単位である投票を政治的態度

を測定する指数に変換 して,個 人の政治的態度および投票行動の集団的性格を測定すること

にあった。それはアメリカ大統領予備選挙や州知事選挙の投票統計に見られる政党公認候補

への一貫 した投票や分割投票(splitticket)の 傾向から,投 票者の進歩主義 ・保守主義の態

度の持続と変化を測定 しようとする方法,集 団内の合意測定の手段として,州 議会のrol1-call

votingに 見られる議員の選挙区,党 派,職 業別構成を基礎にした,議 会内党派またはブロ

ックの凝集力 ・類似性の指数の作成に典型的に見出され る4)。Riceの 研 究に対 しては,独

自の仮説が展開されたというよりも一連の仮説検証のために,い くつかの先行的諸研究が相

互に関連性を欠いたまま包含された 「仮説検証の探索的研究」の毅階にすぎないという,調

査方法論の観点からする批判5),取 上げた態度諸変数が限られているため投票意図の変動に

影響する諸要因の解明が不十分であるとする批判6),著 作そのものの折喪的性格の指摘など

7) ,数 多 くのネガティヴな評価が見られるが,投 票行動研究の主要問題を順次取上げ,政 治

的態度や行動の持続 と変化の数量的研究を社会変動や態度研究の問題に結合させた試みとし

て,そ の砥究主題 と方法論において,彼 以降,現 在に至るまでの研究の序文としての意義を

失うものではない。とりわけ,投 票意図の短期的変動の測定にパネル調査の技法をはじめて

適用した試みは,Rossiの 指摘する他の三つの研究に共通する方法として文字どおりの先駆

的意義をもち,そ の意味で 「四つの道標」に共通する調査方法論上の問題を際立たせた研究

成果と評価できよう。
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Riceの 研 究 のもう一つの意義 にいっそう注 目 して おきた い。 それは、1920年 代 後半 に現 わ

れた この経験的研究が もつ,新 しい政 治科学 の構築 への文脈的意義であ る。それとい うの も政

治の他の研究分野 の動向 と連動 して,伝 統的政治理論か ら経験 的研究へ の転換が政治行動 論

の分野で台頭 して きた過程を,Riceの 研 究が典型的に示 して いるといえるか らで ある。Rice

自身 の言葉でいえば,「 わた しは政治学 の完全な方法論を提供 した り示唆 しよ うとす るので

もな ければ,そ の全領域に数量的方法を適用 しようとす るので もな い。 む しろ,状 況 や関係

につ いて,こ れまで確め られて きた以上 に厳密 な言明が,政 治 のい くつか の分野 で,数 量的

手続 によ って得 られ る可能性を明示す るというのが 目的で ある8)」

いま 「政治の他 の研究分野の動向 と連動 して」 とい った。 いうまで もな く,そ れ はA.

Bentley,TheProcessofGovernmentを 嗜 矢 とす る政治過程論,政 治集団論 の展開を指 して

い る。伝統 的政 治理論に とって頂門の一針 とな っだBentleyの こ の書物が刊行 された のは19

08年 で あ った。彼 の研究 は法制度,イ デオ ロギーへの支配的関心か ら,政 策形成 に含 まれる

あ らゆる構造 と過 程へ の研 究主 題の移行 を示 してお り,D.Easton流 に いえば,「 単純 レア

リズム(simplereaiism)」 か ら 「よ り複雑 な レア リズム(morecompiicatedrealism)」

へ の移行 の分水領 として評価で きるが9),Bentleyが 政 治過程を人間の相互活動 の所産た る

集団圧力(group-pressure)に よ って捉 えよ うとした鍵概念 が,用 語法 を逆転 して圧力集団

(pressure-group)な る集 団概念 として定着す るに は,1928年 ま で の20年 に およぶ研究 の継

承 と累積 が必要 であ った10)。 政 治集団論にお ける行動科学的 アプローチへの この時間 の経過

はまた,投 票行動論 に もそれに見合 う 「前史」がRiceの 研 究 に先立 って,あ るいは同世代 の

なかに準備 されつ つあ った ことを示 唆 してい る。いいかえれば,Bentleyの 著 作後 の時間 的

経過 に匹敵す る,あ るいはそれ以 上の研 究の歴 史にRiceの 研 究 は負 って いた の で あ る。事

実,Riceが 指 導を受けたF.H.Giddingsの 門 下に は,F.S.Chapin,W.F.Ogbumを 始 めと

す るコロンビア大学の研究 グル ープ による選挙結果 の公式統計 の分析,C.Merriam,H.Gos-

ne11な ど シカゴ大学を中心 とす るグループの選挙の面 接調査が この新 しい研究分野を開拓 し

つつ あ った。Chapinの 研 究 は,1856～1908年 のi4回 に わた るアメ リカ大統領選挙 における

民主,共 和両 党への投 票の変異 性を,選 挙統 計を駆使 して比較 した最初 の数量分 析 で あ り

11),そ れ が引金 とな って,選 挙統計の分析がOgbumを 中 心に,そ の協力者た ちの手で精 力

的に重 ね られてきた成 果を無視 す るわけにはいかない12)。 選 挙研究 の当初の段階で は,選 挙

結果 の公式統 計のデータが研究のprimarysourcesで あ り,ChapinやOgburnの よ うに,

選 挙 ごとの投票率 と各政党 の得 票数 を基礎 に,投 票行動 の数 量分析 を行 な うか,フ ランスの

A,Siegfriedを 噛 矢 とす る選挙地理学 のよ うに,投 票結果 を各地域 の人 口分布 ・経済 ・宗教

その他の社会的特性 の変数 と組合わせた政治地図を作成 して,地 域 間の政治風土の区分を明

らか にす るよ うな,い ずれ に して もmacrocosmicな 分 析 が一?の 流 れ として存 在 した13)。
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Riceの 研 究 には,ChapinやOgbumに 代 表 される投 票行動 の長期 的傾 向の分析 方法 が取 入

れ られて,ま た,選 挙地理学 の流 れ も投 票行動 の生 態学 的研究 として,農 村 ・都市 ・労働者

居住地域 ・ホワ イ トカ ラー居住地域 の投 票パ タ ンの分析 に継承 されて きた。

他 の一つの流れで あるmicrocosmicな 分 析 は,1918年 以 降,選 挙 ごとに行 なわれてきた

theAlnericanizationSocietyofGrandRapidoに よ る調査,1923年 の シカゴ市 長選挙 の棄

権に関す る最初 の大規模 な面接調査や,同 じくシカゴ市民 を対象 と したGosnei1の ナ シ ョナ

ル ・レベルの選挙 とローカル ・レベル の選挙 の情報 の影響 に関す る研究 によって 進め られて

きたが14),こ れ らの研究 は個人 の投 票動機 や態度 を直 接測定 するpersonahnterviewの 技

術 の発展 と並行 して きたユ5)。と くに,1923年 の 棄権調査の継承で あるGosnellの 研 究 は,シ ヵ

ゴ市民を対象 に1924年 大 統領選挙 と1925年 市 会議員選挙 における選 挙人 登録(registration)

を 呼 びか ける非党派的 なmailcanvaSSの 効 果測定を試 みた実験概究 と して注 目され る。 そ

れはシカゴ市 内の抽出された12の 選挙区 の市 民を実験群 と統 制群 に分割 し,選 挙人登 録と投

票への効果測定を行な って いる。図1-1は そ の効果を示す一例で ある。

このように優れ た研究か らさ らに逆上 って,調 査技法 の系譜 をたどる こと もそれほ ど困難

で はな い。macrocosmicな 研 究に関 しては と くに,1830年 代 以降 のアメ リカ大統領選挙 や

州知事選挙の投票デ ータの集録,1870年 以 降のF.Walkerに よ る統計地図作成法 の 技 術 開

発,ジ ョンズ ・ポ プキ ンス大学を中心 とす る選挙研究の歴史を語 りうる し16),microcosmic

な研 究については周知の ごと く,ア メ リカの各種選挙 に関 して実施 されて きた ジャーナ リズ

ムにおけ る世論調査 の歴史 を無視 す るわけに はいかないだ ろう。ま とま った最初の世論調査

と して は,1824年 にJ.Q.AdamsとA.Jacksonで 争 われた大統領選挙でHarrisburgPennsyl-

vanian紙 がDeiaware州Wilmingtonで 行 な った模擬投票(straw-vote)と,Raleigh

Star紙 に よる政治集会 における意見調査が 名を とどめて いる17)。 こ の種 の 世 論調査が 果た

して きた役割 は,選 挙 民や政治 家に選挙調査への関心を高 め させた ことだけでな く,選 挙の

公式 データの公表を促 進 した ことにあ る。 その ことによ って,世 論 調査 は本 格的な社 会調 査

を実施 させ る誘 因 とな っただけでな く,上 記の選 挙統計地 図や時系列的選挙投票データ(R.

丁ansen)の 作 成 の仕事 にも不可欠 の基礎を与 えた といえる。また一 方で,サ ンプ リング技 術

の洗練 とともに19世 紀末 の一時 的衰退期を除 いて,模 擬投票 は20世 紀初頭以降 、ふたたび主要

な新 聞,雑 誌 の紙面 を賑 わす こととなる。ChicagoJourna1(後 のDailyTimes),Cincinnati

Enquirer,NewYorkHerald,SaltLakeTribuneな ど はその代表例 にす ぎない18)。模 擬投

票 の伝統 は,後 にLiteraryDigestやGallupの ア メ リカ世論研究所(AmericanInstitute

ofPublicOpinion1935年 創 設),HarrisPo11に 継 承 されて い くが,し か しなが ら,選 挙結

果の予測を主眼 とす るこの種 の世論調査 は,そ の多 くが二大政党制へ のコ ミッ トメ ン トに基

礎を置 く政治的伝統の安定を仮定 して実施 されて きた傾向 は否 めな い。
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図1-1選 挙入登録と投票にたいする情報刺激の全般的な影響

選 挙 入 登 録

1547人 の成人男子(実 験群)

1439人 の成人男子(統 制群)

⇔
1439人 の成入女子(実 験群)

1294入 の成人女子(統 制群)

皿㊤
■ 実験群における登録した市民の割合

目 統制群における肇録した市民の割合

口 朱登録

2986入 の成入市民(実 験群)

2673人 の成入市民(統制群)

省

⇔
:大統領選挙における投票

㊤
□ 実験群における投票 した市民の割合(1924.11.4)

目 統制群における投票 した市民の割合(1924.11.4)

□ 投票 しなかった市民の割合

⑨.

市会議員選挙における投票

◎

一㊤

「

＼

、、

、

10,6%

■ 実 験 醐 ・お け る投 票 した市 民の 齢(1925・2・24)

目 統 制 群 にお ける投 票 した市 民 の割 合(1925.2.24)

□ 投 票 し なか っ た市 民 の割 合

H.F.Gosnel1,Cθ 痂 η90碗 ∫融 γo∫8,p.44,ChartV(注15を 参 照)

いったい政治的伝統の変動を投票行動の観点からどのように捉えるか。学問的な調査研究

のモティーフはここにあったといえる。Chapinは 上記のmacrocosmicな 研究を継承 しなが

ら次のようにいっている。 「政治的諸集団を(その多数派の)周辺を構成する諸個人の数に関

して比較することはわれわれを啓発するところが多い。……もし,歴史的分析がこれらの周辺

における多様性の増加を明らかにしたならば,そ の変化を政治的伝統の硬直性を減少 させ る
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証 拠 として十分仮 定す ることができ よう19)。」 彼 は政党へ の投 票の変 異性 を示 す指数 として,

選 挙 区を単位 に各 州の大統領選挙 ごとの民主 ・共和両党候補者へ の投票数 の標準偏差を算 出

し,投 票 の変異性 の増大をindependentvotersの 増 加 と政治的伝統 の拘束離脱 の傾 向を示

すrealevidenceと して提示 した(図1-2)。independentvotersの 考 え方 はOgburnと

そ の協力者に も受け継がれてい く。彼 らは と くに1920～30年 の急激 に変動 する投票率 ・得票率

の関係を社会的諸条件 と関連 させて分析 しindependentvotersの 増 加を指摘 した20)。 デモ

クラシーの有 効性の存続がかか る投票者 の成長 に依拠 する とい う彼 らの考え方 は,Riceに よ

るpartyturnoverや 選挙 の地 滑 り的変動の分析方法 の洗練を伴 って現在に至 るまで受け継

図1-2投 票の変異性(数 値は中央値)
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がれていくのである21)。Riceとそれ以降の研究との連続性は後に触れるとして,彼 が上記の

先行する諸研究の方法を踏えて展開 した研究業績が投票行動研究の主要な問題を包括的に取

上げ,こ んにちの研究に一つの道筋を与えたことは評価されてよい。しかし,こ の評価にあ

たって彼の研究に影響を与えたSiegfried,Chapin,Ogburnに 代表される今世紀初頭の先駆

的研究の意義を見逃しえないし22),さ らに,19世 紀以降の資料と知識の累積に研究の前史を

探 る努力を怠ってはなるまい。これ らの歴史的探索を通 して,政 治現象の事実解明への力量

の土台を跡づけることができるか らである。加えて,選 挙や投票行動の研究が、とりわけ時

代の政治的社会的要請と密接 して発展 してきた事実に目くばりすることも,研 究の性格を自

覚するうえで必要であろう。この要請が民主主義の議論ないし原理に由来す ることはいうま

でもないが,こ れを社会学的に捉え直せば,政 治システムに対する選挙の潜在機能と社会統

合のシンボルの役割に注目することを意味する23)。政府権威の正当化,政 治的社会的紛争の

抑制 は結果として選挙が遂行する機能であり,選 挙への参加という民主主義の儀式は社会統

合 と政治の基本原理の再確認をもた らす。この種の要請はしか しなが ら,そ れだけか らでは

学問的にはなにものをも生み出さないし、また,そ の具体的内容は時代とともに変化するで

あろう。政治的社会的要請は,そ れが研究の継承 と累積を配偶するときはじめて問題解決へ

の力量を得ることができる。

皿 研究の現況 と問題点:SRCグ ループの研究

ミシガン大学のSRC(SurveyResearchCenter);を 中心に1940年 代後半以降一貫 して進

められてきた組織的な投票行動の研究は,膨 大な調査データの収集と分析を試み,政 治組織

や政治運動など諸他の領域における調査研究の成果以上に,政 治の経験的研究の発展に貢献

してきた。その研究経過はそれ じたい現代アメリカの投票行動研究の動向を示 しているが,

それにとどま らず,ヨ ーロッパ諸国の研究にも積極的に従事 し多大の影響を与えてきた。

SRCの グループの研究に刺激されて,こ の分野の研究は多彩を極めるとともに,他 方,

一定範囲で研究成果の集約 ,一 般化も進められて,T.Kuhn流 の通常科学に匹敵するという

状況評価も現われつつある。 しか し投票行動の研究において,は た して こんにち,調 査方法

論・概念枠組に関 して確立されたパ ラダイムを語 りうるであろうか。すでに早 くB.R.BereL

sonら は,研 究発展の現段階の形跡を明示する目的でSRCグ ループの比較的初期の研究を

は じあ,み ずか ら行なったErie研 究か らElmira研 究までのほぼ10年 間の英米の主要な研究

を検討して,209項 におよぶ調査結果ないし一般化の内容を リス ト・アップした1)。この リス

トに含まれた諸研究は,投 票者の社会的諸特徴(デ モグラフィックな諸特徴)と 投票決定 ・

社会集団の影響 ・投要決定時期 ・投票率 ・政治的関心と活動 ・コミュニケーションの影響 ・

争点への一致度 ・政治的知覚 ・投票者の政治的位置の変動など,こ んにちの研究主題を広汎
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に 包 摂 して いるとい って よい。 しか し,Berelsonら は,こ れ らの調査結果 か ら提起 された

諸命題 はもとよ り,調 査で得 られ た情報や データが,こ れまでの諸研 究の 傾 向 ・か らして相

互 に理論的な脈絡に体系的 に統合 され る機会 に乏 しい ことを指摘 したのであ る。数 多 くの命

題が提 起 されなが ら,そ の多 くは一般化を急 ぐあま り諸研究相互 のあいだで検証 される ごと

な く,単 一 の研究内での それ にとどまって しま う・。・命題 の累積 と検証 に比較研究 は欠 かす こ

とがで きな い知的営為で ある。彼 らは別 の機会 に比較研究 めcorroboration,specification,

cla∫ificationの 機 能 につ いて述べて い るが2),比 較 概究 によ って これ らの機能 が遂行 され ると

き,個 別研究の領域を こえて一般化が導 き出され るので ある。

SRCグ ル ー プの研究 にお いて も,比 較 は重要 な研究課題 の一つ であ った。 この ことは1

全 国調査に基づ く一連の経験的研究が選挙 ごとの比較の観点か ら継続 されてきた ことか らも

わか る。1948年 の ア メ リカ大統領選挙の調査が この グル ープによる研究 の第一歩で あ り3),

ま た全 国規 模の最初 のパ ネル調査 として知 られてい るが,そ の後 も引続 き同規模 の調査が反

覆 実施 されて きた。主 だ った調査研究だ けで'も,1948年 に始 まって,そ の付加的資料 の検討

4) ,1951年 調 査5),1952年 選 挙の調査6),さ らに1954年 調査7),1948年 か ら1958年 の調査 まで

の長期 にわ たるデータを 包括 する研 究8),そ の 同 じ著者 たちの個 々の調 査論文 の収録9),1968

年 選 挙 の調査10),1972年 選 挙調査11)へ と,ナ シ ョナルな選挙過程 の解明を主題 と した研究が続

く。一貫 して ナ ショナル な選挙過程 に照明をあて ることによ って,選 挙間の比較の焦点がよ

り明確 に定 まって きたとい ってよい し,一 般 化への積極的な意欲を吸み取 ることもで きる。

この研究主題 の論拠 は,既 存 の主要 な研究 が「限定 された地理的範域」のそれに と どま り,

ナ シ ョナル な選挙過程 の理論 的定式化 が困難 である とい う認 識にあ る。SRCグ ル ープ は一

方で,特 定 のコ ミュニテ ィを対象 とした研 究,す なわ ちMerriam,Gosnel1ら の研 究,と く

に 「そ の調査方法が政治行動 の分析 で約束 され るなん らかの可能 性の範囲を は じめて提示 し

た」Erie研 究 を評価 し12),そ の影響を受 けて調査研究 に着手 したのだが,他 方,こ れ らの

研究 はいずれ も単一地域 の個 々の投票者 の特異性を 強調 し,「nationalvoteと 全 体の政治

システ ムにおいてそれが果たす機能 に関す る数多 くの重要 な問題」 に答えていな い と 批 判

.し13),こ れ が一連 の全国調査を促 進 した契機 であ った ことも見逃 せない。

ナ シ ョナルな選挙過程 は,環 境の違 いに伴 う差異を含む集合的諸過程 であ って,単 一地域

調査で は説明で きない。 この批判 は,個 人 の行動 と集合事象 め関係 に関す る見解 に帰着 する

とい ってよい。集合事象か らいえば,個 人 ・集団 ・環境 の三要素 の関係 の捉 え方 の問題 とい

えよ うか。個人の行動 は,こ れ らの三要素 の相互関係 によって生ず る状況へ の反応で あ ると

考えれば,ナ シ ョナルな選挙過程 は,個 人を取巻 く多種多様 の集団 ・環境を包含 して お り,

そ の相互 関係の変 化によ って生ず る多様な反応か らな る集合事象で ある。だが,単 一地域調

査 では環境 の相違 は個人 の属性 や現状,パ ーソナル ・ヒス トリー と結びつ け られたそれで変
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化 に 乏 し く,社 会変動や より広 い政治的環境 の影響 の差異,ナ シ ョナル ・レベルの政 治構 造

を権成す る多様な諸集団間の相互関係を分析す ることは困難で あるとい う。 この点 で,SR

Cグ ル ー プが分析上,重 視 した諸変数が投票決定 と投票率,政 党選択 と各政党へ の投 票分 化

に要約 され ることは,SRCグ ル ープの比較研究 の性格を示唆す る ものと考 え られよ う14)。

これ ら二組の対をなす諸変数 のうち,投 票決定 と政党選択 は個人 レベルの変数で あ って,個

人の投票に影響す る諸要因間の関係が説明の対象 とされ る。他方,投 票率 と政党 への投 票分

化 はシステム ・レベルで のanaloguevariablesで あ って,投 票 システムのmacr㏄osmicな 変

動を説明対象 とす る。 そ して,個 人 レベルの変数 の測 定によ って得 られた調 査結 果か ら,投

票決定の一般化のた めの概念 に精緻化 され,選 挙研究 における分析用具(analytictool)と

して もっとも重視 されたのが,政 党 アイデ ンティフィケ ーシ ョン(partyidentificatioな)で

あり,シ ステム ・レベルの それが,投 票 の流 れ(flowofthevQte)を 記述 す るnormalvote

の概 念で あった といえよ う。 しか も,政 党 アイデ ンテ ィフィケー ションは二 重の役割,す な

わち次に述べ るmicrocosmicな レベルにお ける 投票決定へ の 心理学 的モデル(funnelof

causalityの 概 念に基づ くモデル)の 中心要素 とな るだけでな く,normaivoteの 概 念 の理

論的,経 験的 リフ ァレン トと して,macrocosmicな ナ シ ョナル ・レベルの選挙過程 の理論 的

定式化に も決定的 に重要な役割を果 たす要 因とみなされて いる。政 党アイデ ンテ ィフィケー

シ ョンの詳細 につ いて は,「 政 党支持態 度」 の問題 として後に一括 して取 上げ るので,こ こ

ではnormalvoteの 概 念 との関係 で必要 な内容だけを述べてお く。

normalvoteの 概 念 とは,政 党 アイデ ンティフィケーシ ョンが長 期にわた って安定 し,か

つ候補者 ・政策争点 とい った選挙 ごとの特異性 と結 びついた短 期的な力が投 票に独 自の作用

を およぼさな いと仮定 されるとき,個 々の集 団に期待 される複 数の政党への投票は,政 党ア

イデ ンティ フィケー ションの方 向に従 って分 化する ことを意味 している。 したが って,投 票

は政 党アイデ ンテ ィフィケー ションの分布 か ら予測され るとい う意味でnorma1で あ り、ア

イデ ンテ ィフィケー シ ョンの方向に沿 ったnaturalmajorityを 獲 得 した 政 党が選挙 で勝 利

す る。 しか し,政 党アイデ ンテ ィフィケー ションが表2-1に 示 されたよ うに長期安定の傾

向にあ って も,実 際 の投票 は政党間で振幅が著 しく大 きいとい う事実が あ り,そ れゆえ,選 挙

過程 の説明 は長期にわた る集団投票のnormalな 党 派的分化のほかに,特 定選挙に おけ る短

期的な力の作 用によ る,政 党アイデ ンテ ィフィケー シ ョンの投票規範か らの逸脱の要素を考

慮せ ざ るをえない。逸 脱 は政党ア イデ ンテ ィフィケー シ ョンの方向 と強さに関係す ると考え

られ るか ら,集 団成 員を この方向 と強 さを組合わせた下位集団に分類 し,そ の それぞれ につ

いて,normalvoteか らの逸脱 を 測定すれば,短 期的な力の投票 にた いす る影響を明 らか

にで きるというわけであ る。投票結果にた いす るこの種の長期的な力 と短期的な力が,今 ま

で相互に関連な しに分析 されて きた 研究傾向か らすれば,normalvoteの 概 念 は,そ れを
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表2-1政 党 ア イデ ンテ ィ フ ィケ ー シ ョンの 分 布

10月9月10月4月10月11月10月
1952年1953年1954年1956年1956年1957年1958年

強 い 共和 党 支 持 者

弱 い共 和 党 支 持 者

インディペンデントに
近 い 共和 党 支 持 者

イ ンデ イペンデン ト

インディペンデ ントに
近 い 民主 党 支 持 者

弱 い民 主 党 支 持 者

強 い民 主 党 支 持 者

無 関 心,DK

計

N

13%

14

7

5

10

25

22

4

100%

1614

15%

15

6

4

8

23

22

7

13%

14

6

7

9

25

22

4

100%

1139

14%

18

6

3

6

24

19

10

100%

1023

100%

1731

15%10%13%

141616

864

988

777

232624

212123

365

100%ヱ00%100%

177214881269

A.Campbe11,P.E.Converse,W.E。Miller,andD.E.Stokes,Tゐ θA吻 θ物 αη

VFoホ8ろp.124,Tab.6-1,

い っそ う精 緻化す ることによ って,こ の二つの力の接合効果(jointeffect)を 測 定 し う

る可能性を もつ点で,比 較研究の分析用具 として注 目され る試みであ ることをわれわれ も否

定 する ものではない。 しか し,normalvoteの 概 念の具体的適用 は,Converse自 身 が1960年

大 統領 選挙 の調 査において,プ ロテスタ ン トの民主 党候補JF,Kennedyに 対 す るCatholic.

Democratsの 投 票の分析で 試 みた程 度で あ って実績 に乏 しく,そ の他の選挙 間 比 較 や ,

ま してSRCグ ル ープの比較研究 の志 向を い っそ う際立 たせ てい るクロス ・ナ シ ョナルな研

究 において は,ほ とん ど活用 されるに至 っていないのが現状 である15)。 そ れだけではない。

normalvoteの 概念 を基 礎づけ る政 党アイデ ンテ ィフィケー シ ョンの説明力や分析の有効性

そ のものを め ぐって種 々の批判的議論が展 開されつつ ある砥究 の現況 を無視 す るわけにはい

か ない。SRCグ ル ープが比較研究 の機能 に照 して政党 アイデ ンティフ ィケー ションの クロ

ス ・ナシ ョナル な類似 と差異 の分析を試 みて きたい くつ かの作業 は,こ れ らの議論にたいす

る実証 に基づ く反論 といえるが,こ れ とて も政党 アイデ ンティフィケーシ ョンの説 明力を十

分裏づ けるまで には至 って いない。た とえ ば,D.ButlerとD.Stokesに よ るイギ リスの選

挙 と政治 システ ムの変動の研究が その一例 と考 え られ よう16)。 これは ミシガ ン ・モデルに依

拠 した クロス ・ナシ ョナルな研究 のなかで もっとも注 目され る成果 といえる。彼 らはイギ リ

ス選挙民の政党にたいす るセル フ ・イメー ジと投票 の関係を重視 し,英 米両国 のクロス ・ナ

シ ョナルな類似,す なわ ちア メ リカの場合 と同様に イギ リスで も大多数の選挙民が持続的な

セル フ ・イメー ジを もち,そ れが政党選好(政 党ア イデ ンティフィケーシ ョンと同義)の 安

定性 と関係 す る傾 向を指 摘 したのであ る(表2-2参 照)。 しか し同時 に,変 動 はアメ リカ
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表2-2ア メ リカ・イギ リスにおける三時点間の党派的セルフ・イメージと投票選好の安定性

アメリカ連邦議会議員選挙

の投票における政党選好

安 定 変 動

イギリス議会議員選挙の

投票における政党選好

安 定 変 動

党 派的 セル フ ・イ メ ー ジ

安定

変動

76

2

16

6

92

8

75

4

8

13

83

17

78 22 100% 79 21 100%

ア メ リカ のデ ー タは1956,1958,1960年 各 選 挙 に 関す る ミシガ ン大 学 のパ ネル 研 究 か ら抜 粋

イ ギ リス のデ ー タ は1963,1964,1966年 の著 者 た ち のパ ネル 研 究 か ら抜 粋

D.ButlerandD.Stokes,PoZ∫ 眈 αZC肋 ηg8勿B万 彦α勿,p.43,Tab.2,11

ではセルフ ・イメージよりも政党選好に大きく表われているが,イ ギ リスではこの二要因が

ほぼ同じ割合で変動 しており、クロス・ナショナルな差異を指摘せざるをえなかった。ただ

しイギ リスにおけるこの特徴を説明するために,社 会階級(職 業による社会的等 級 閲 の 移

動),世 代(年 齢集団),社 会的環境(居 住地域と政治的情報の伝達)の 観点の導入を示唆

したことは,SRCの 研究方向を一歩進める試みではあった。一例 として社会階級を取上げ

ると,表2-3に 示 したように社会的等級(socialgrades)が 安定している選挙民(父 親の

社会的等級と同 じ人びと)の 等級差(1-V,V-VI)と 保守 ・労働両党の支持 は安定した

関係にあるが,等 級間移動者(父 親の社会的等級から上昇 ・下降した両方を含む)の あいだ

表2-3 社会的に安定した選挙民と社会的に移動 した選挙民における

階級による保守 ・労働両党への支持

社会的に安定した選挙民
社会的等級

1-IVV-VI

社会的に移動した選挙民

社会的等級

1-IVV-VI

保 守 党 87%

労働剰13

29%

71

56%

44%

100%

50%

50%

100% 100% 100%

D.ButlerandD.Stokes,砂6∫ ム,p.101,Tab.5.6

(筆者 による注記)等 級1:高 級管理職または専門職

等級∬:下 級管理職または専門職

等級皿:熟 練 した現場監督者

等級IV:下 級 の現場監督者

等級V:熟 練労働者

等級VI:非 熟 練労働者
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では,等 級差と支持方向の関係は消滅 し,交 差投票の傾向が顕著に見出されたのである。

SRC流 の政党アイデ ンティフィケーションの安定性と持続性の強調は,比 較的安定 した

政党制度(と くに二大政党制)の もとにおける伝統的な非浮動層の先有傾向の心理学的説明

に力点をおいていたとい・える。投票老は合理的な行為主体としてよりも,政 党への習慣的帰

属感をもつpartyidentifierと して,い いかえれば投票の非合理性に力点をおいて捉えられ

る。そ して選挙結果としてのpartyrealignmentの ようなmacrocosmicな レベ ル の 変 動

も,恐 慌や内乱といった激動期における個々の投票者による既存の政党アイデンティフィケ

ーションの放棄と新しいそれの採択の結果として説明される。そこではmicrscosmic,macro-

cosmicの レベルを問わず,社会的基礎の諸変動に関す る問題にまでは視野がおよばない。政

党制度は社会的基礎における諸変動が政治的な分裂となって表出される動きを屈折させる機

能を遂行するといえるが,SRCグ ループによる選挙変動の研究は,政党制度の長期にわたる

安定的発展を前提にして立論されていると考えられるからである。先のButlerとStokesの

研究は,諸 個入の心理的事象としての政党アイデンティフィケーションの変化と社会的基礎

の諸変動を歴史的な時間の流れのなかで「関連的」に理解しようとする試みであった。その意

味で,SRCグ ループの諸研究のなかで選挙の変動に関連する社会的諸過程を視野にいれた

最初の体系的研究 として評価することはできる17)。しかし,こ の 「関連的」理解のために導

入された分析の観点は,社 会変動よりもその結果 としての党派性発達の学習過程 としての政

治的社会化であり,そ の限りにおいて社会的基礎の諸変動の影響も,microcosmicな 心理学

的レベルの変動の問題に収め られる危険がある。彼 らは,そ の方法論的特徴がSRCグ ルー

プの選挙研究における態度論的アブ・ローチ(attitudinalapproach)と,選 挙を包括的な政

治的事象として扱う歴史的アプローチの,二つの伝統の併合にあることを強調しているが18),

具体的分析においては前者のアプローチの延長線上にあり,政 治的社会化に視点を置くこと

によって,従 来のSRCグ ループの態度論的アプローチの適用の範域を拡大 した貢献以上に

でるものではないといえよう。この心理学的発展モデルは結局のところ,党 派的態度の形成

にたいする社会学的な らびに政治的な諸要因のインパク トの問題を見落 して しま うが ゆ え

に態 度の発達 ・変化を問わず,そ の心理学的兆候に分析の目を向けるにとどまって しまう。

そこでは,特 定の態度形成の原因が長期的因果連鎖のなかで探求されるとき,原 因のそのま

た原因というように,社 会化の過程を無限に遡及することによって説明せざるをえないとい

うディレンマに陥入 ってしまうことに気づかない19)。

われわれもまた,投 票決定が投票者の過去の一連の経験によって影響される過程を無視す

るものではない。その意味で,投 票者の心理の連続性が帰結する投票過程を重視する。このこ

とは,投 票決定にたいして投票者の先有傾向が政治的情報その他の刺激にたいする選択的知

覚として作用する重要性を意味する。だが,ButlerとStokesを 含めてSRCグ ループが強
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調 してきた政党アイデ ンティフィケーションは,先 有傾向の作用から推論 した,そ の代替物

としての個人に固有の心理学的特徴を表わす態度的要因であり,そ の安定と持続の測定値を

基礎に投票行動の長期的構成要素として位置づけられたといえる。それは先有傾向の作用を

投票への動機づけとして捉え,主 として党派的態度の心理過程か ら動機解明が可能とみなし

たといえよう。われわれもまた,政 党への態度,し たがって態度 レベルの諸要因の重要性を

認める。 しかし,そ の安定と持続,さ らに変動は社会学的および政治的諸要因によって補完

されるべき内容をもつとみなす。だが,そ の前に心理学的研究の一つの成果 とみなされる,

政党アイデンティフィケーションを含めた党派的諸態度から構成される投票行動の因果モデ

ルを検討 しておく必要がある。

このモデルはある一定時点における単一の投票行動の分析に際 して,投 票決定に影響する

諸要因の因果連鎖を明 らかにして,そ の収敏効果(converge且ceeffect)を 説明するための

論理的産物である20)。funnelofcausalityの 考え方が,こ の因果連鎖を可視的に理解可能

にするために導入された基本概念である。F.P.Chismanに よって作成された立体図はこの

理解のうえで便利であろう。図2-1に 示されているように,こ のモ デ ル は過 去 か ら現

在にいたる時間次元の要素と,投 票

に影響する環境ならびに態度の諸要

因からなっている。時間軸に貫ぬか

れた漏斗形状の立体図のなかに位置

づけられているこれらの諸要因は,

1948年 以降,1956年 までの三回の大

統領選挙の全国調査を中心に,投 票

決定の影響要因として多岐にわたっ

て測定,分 析された,選 挙間を一貫

する通時的要因として要約されうる

ことを示 している。立体図が漏斗形

状で示される論拠は,最 後的な投票

段階に近づ くほど,こ れ らの諸要因

がすべて同等に投票決定の必要条件

として作用するのでな く,投 票決定

を動機づける諸要因が特定化され,

決定に収敏効果をおよぼすという仮

定にある。

図2-1Funnelofcausality

過去

1

重

ご

環境的影響

信念

価値

態度など
1

投票に影響する諸態度

階:懸 欝 〕
嘩(源 す塒 点)

塁

畳
ロ
投 票(詔 源 選択 ・・ti・g・h。E・e)

F.P.Chisman,AttitudePSblchologorandtheStud:ソof

PublicOpinion,P.62,Fig.4.ユ()内 の文 言は筆者 による

注記
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図2-1で 投票決定は突端にごく近い個所に位置づけられている。このことは投票(=投 票選択)に

関係する最終の態度を意味している。 諸態度は投票決定に影響することによって 同時に投票に影響をお

よぼすと考え られているので,投票決定と投票選択との区別は因果的な意味をもたない。それにもかかわ

らず両者が区別されている理由は,投 票選択は投票決定の行動的構成諸要素の表現と解され て いるから

であって,因 果関係は諸態度の投票決定への影響のレベルの問題 として扱われる。厳密な態度構造論の展

開では両者は区別して,そ の関係が検討される必要があろうが(F.P.Chisman,op.cit.,pp.61-64

参 照),Campbel1ら の考え方にしたが って,以 下,特 別の理由のない限り投票決:定に用語を統一する。

以上のことはすでに,1952年 調査において 「投票決定を方向づける政党選択の心理学的変

数」が強調されたことから明らかなように21),投票決定過程における心理学的説明概念の提起

と適用を示す ものである。ここに心理学的変数とは,無 数の政治的刺激によって活性化され

る諸個人の態度,期 待,集 団忠誠の複合的全体を投票行動の動機的要因として把握するため

に,一 定の規準にしたがって,そ の全体を構成諸要素に分解するための概念操作である22)。

それはとくに,政 党アイデンティフィケーション ・争点オ リエンテーション ・候補者オリエ

(筆者 による説明)

DDD;三 つの要因とも民主 党 びい き

(5.6%)

DDR;二 つの要因は民主党びいき,他

の一つは共和党びいき。通常ア

イゼンハウワーびいき(6.2%)

DRR;二 つの要因で共和党びいき。政

党アイデンティフィケーション

で民主党びいき,他 の要因は共

和党びいき(8.5%)

RRR;三 つの要因とも共和 党 び い き

(8.6%)

DD?二 つの要因では民主党びいき,

他の一つは中立的(14.4%)

DPR;一 つの要因では民主党びいき,

他の要因は中立的と共和党びい

き。しばしば,政 党アイデンテ

ィフィケーションでは民主党,

争点では中立,ア イゼ ンハウワ
ーこのみ(15 .4%)

RR～;二 つの要因は共和党びいき。他

の一つは中立的(15.0%)

D?～;一 つの要因のみ民主 党 び い き

(15.0%)

R??;一 つの要因のみ共和 党 び い き

(9.9%)

η ～;三 つの要因とも中立的(5.1%)

表2-4動 機パタンと政治参加の関係
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ンテーションに要約されるが,こ れらの諸要因は投票者の世界の外的事象 と投票のあいだに

あって,投 票一棄権iを弁別する介在的変数であるだけでなく,投 票決定に有意に関連する動

機的要因ないし動機力(motivationalfactorsorforces)と して重視される。 これら三態度

要因が投票の方向づけにおいて恒常的な動機力として作用すればす るほど,投 票者の態度決

定のテンポと特定候補への投票の可能性は高 くなる23)。Campbel1ら はこれ ら三態度要因の

組合わせか ら,表2-4に 示すように,投 票行動の動機パタンを構成 し政治参加への相対的

な影響力を指摘した。この段階ではまだ三要因間の相互影響の関係は明 らかでない。それは

と'もか く三要因の影響力の検証に関する仮説は,第 一に,投 票の動機づけはこれ ら三 つ の

心理学的力相互閲の適合状態と直接の関係にある。第二に,諸 力のあいだに葛藤が生ずる場

合,そ の効果は減少するという内容をもつ24)。第一の仮説に対応させて表2-4を 検討すれ

ば,党派性の減退とともに(逆三角形の突端に近づ くほど)政治参加の程度 も低下 し,???グ

ループでもっとも低 く,逆 に三態度要因の党派性の適合が高まるほど政治参加の程度が上昇

する傾向にあることがわかる。またDDDとDDR,RRRとDRR,DD?とD?R,RR?とD?R

の四組で,三 態度要因のオ リエンテーションが同一方向よりのパタンを示す方が 政 治 参 加

の程度が相対的に高いことか ら,動 機パタンの各要因の葛藤が政治参加の程度の低下と結び

つ くことが示され,Eri6研 究で指摘された交差圧力の概念を 「基礎的な心理学的法則」に合

致させる結果が得られたとした25)。1952年の調査研究書であるTheVoterDecidesに 寄せ

た序文で,V.O.Key,Jr,は,こ れら三態度要因の認識と測定を政治参加と投票方向のヴァリ

エーションを説明する 「選挙決定分析の新 しい枠組」であると評価し1広 く投票状況に適用

することによって,選 挙ごとの単純な投票理論とは異なった,一 般性のレベルの高い概念と

カテゴリーを樹立 しうる貢献を指摘 したのである26)。

投票行動のモデルに戻ろう。すでに明らかなごとく,こ のモデルは1952年 調査の成果を一

歩進めて,上 記の三変数による投票決定の心理過程の研究を通 じて 「投票行動の心理学」の

体系化を目指す試みといえる。この因果関係で注目されることは,第 一に,投 票決定とのあ

いだに時間的にリモー トな諸要因(環 境的諸要因やその他の心理学的諸特徴)の 影響が考え

られているが,そ れは長期にわたる因果連鎖を逆上れるという意味にすぎず,ま た,か かる

要因や特徴が態度形成や投票に影響するのは投票者がこれ ら諸要因をもち続けている場合で

あって,一 般的にいって投票決定への動機力は弱いとみなされていること。第二に,投 票決

定を動機づける主要な諸要因を解明するためには,投 票決定を態度的諸力の所産と考え心理

学的レベルの因果関係を検討する必要があること,こ の二点である。 「(投票)行動を導き出

すあらゆる要因の影響は最終的には心理学的な場の諸力の方向と強さのなかに表わされる。

そこでは,政 治の諸要素にたいする個入の諸態度が中心的な位置を占める27)」。 この中心的

位置を占める諸要因が図2-1の 横断面に位置する諸要素にほかな らない。加えて,上記の三
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態度要因のうち,1952年 と1956年 の大統領選挙における政策争点 ・候補者のキャンペーンの

影響が注目されるにいたって(Eisenhower共 和党大統領候補への投票の大量移行),こ れ

らの選挙環境的な要因に影響される政策争点 ・候補者にたいする態度が政党アイデンティフ

ィケーションとは独立に注目され,こ の二要因が細分され,こ れら諸要因と政党アイデンテ

ィフィケーションおよび投票との関係が分析の焦点とされるにいた った。細分化された諸要

因とは,(1眠 主党候補にたいする態度,② 共和党候補にたいする態度,(3倣 党や候補者か ら

集団が受ける利益に関する態度(集 団関連的態度),㈲ 国内政策の争点にたいする態度,㈲

外交政策の争点にたいする態度,⑥ 政党の統治能力にたいする反応の六態度要因 に要 約 さ

れる28)。しかし,基 本的に上記の政策争点,候 補者への態度による投票の動機づけと,同 じ

投票決定を動機づける政党アイデンティフィケーションとの因果関係の研究が中心であるこ

とに変わりはない。そのためにCampbeUら は政党アイデンティフィケーションを含めて各

態度要因の投票決定におよぼす影響の強さを測定 し,投 票決定との関係で,各 要因が占める

因果的位置を推論する。 「因果的優位性の言明は結局のところ一つの推論であるが,そ れは

強力な証拠に支えられている。もし推論が正しければ,さ まざまな党派的忠誠をもつ人々の

あいだにみられる態度上の差異は,行 動を導 き出す諸力の布置状態についての理解をいちじ

るしく広げる29)。」 この因果的推論において,各 態度要因の影響の測定を通 して政党アイデ

ンティフィケーションの重要性がクローズ ・アップされて くる。推論の論拠は第一に,各 態

度要因の投票決定におよぼす影響の範囲,第 二に,各 態度要因と投票決定との一貫性(con-

sistency)に 求められる。第一の論拠は,ほとんどあらゆる人びとの投票に関係 している要因

(政党アイデ ンティフィケーション)は,影 響範囲の限 られた他の諸要因よりも投票決定に

強い影響をおよぼすことを示唆 している。因果的推論が成立するためには影響の範囲が広汎

でなければな らない。この論拠を敷衡すれば,こ の種の要因は長期にわたる持続的態度,よ り

広汎に共有される態度であり,選 挙ごとに可変的な短期的要因(政 策争点 ・候補者にたいす

る態度)よ りも形成時期が早 く,か つ安定的で影響力が強いという仮定を含んでいる。 しか

も,短 期的な党派的態度の弱い人びとのあいだではいっそう長期的要因が投票決定を導き出

す傾向が強い。第二の論拠は,各 態度要因の党派性と投票方向とのあいだに一貫性がみ られ

る場合,そ のうちのある要因(政 党アイデンティフィケーション)が 他の諸要因の党派性を

決定す ることがわかれば,そ の要因は他の諸要因よりも投票決定に強い影響をおよぼすとい

う仮定にいる30)。.この二つの論拠に基づいて,政 策争点 ・候補者への態度にたいする政党ア

イデ ンティフィケーションの影響が強調される。それゆえ,政 党アイデンティフィケーショ

ンと他の二要因とが図2-1で 示された同じ次元の横断面を構成す るのでな く,前 者 は後者

よりも一段上の横断面を構成 し,し かも他の二要因の影響力がほとんどない場合,直 接,投

票決定に影響をおよぼすと考えられよう(注29の 図が参考 となる)。
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いま,政 策争点にたいする態度を取 り出して因果的方向を検討すれば図2-2の ようにな

る。ここに紐帯(1)はある人の政党にたいする態度,② は政策争点に関して政党がとるであろう

立場にたいするその人の信念(3)は 政策争点への態度であり,ωと(3}におけるプラス記号は好

意的態度,(2)のプラス記号は支持する政党が政策に賛成すると信 じていることを示す。Camp-

bel1ら は人びとが長期にわたって同一政党を支持する傾向,長 年の選挙における同 一 政 党

への投票傾向(投 票にたいする政党アイデンティフィケーションの影響の強さ),政 党への

態度の形成時期の長さ(政 治的社会化),支 持する政党が賛成する政策に好意的,反 対する

政策に非好意的な態度,を 示す調査結果をもとに個人→政党→政策の因果的方向 を 強 調 す

る31)。つまり,特 定の政党に好意的な人は政党が特定の政策に賛成であることを知って,政

策への好意的態度を形成する傾向がある。この解釈は,政 党アイデンティフィケーションを

出発点とし,紐 帯②と(3)の一貫性を心理学的バ ランスを維持するための傾牲であると仮定し

た因果連鎖の考え方である。だが,このバランスの維持を考慮にいれれば,紐 帯②を㈲に整合

させるよう知覚する逆の連鎖も考えられる(政 策への態度の重要性)。 だが,Campbe11ら

の強調する因果的方向とこの逆の連鎖を相互排他的に主張するにとどまるなら,そ れは政党

投票(partyvoting)か 政策投票(policyvoting)か という不毛な議論に終始するだろう。

とはいえChismanが 指摘するように,紐 帯(3)による紐帯(2)への影響を,政 策にた いす る

態度の,政 党にたいする態度(紐 帯(1Dへ の投射によって引起された態度の一貫性の維持 と

みなして,逆 の連鎖を否定することも因果的方向の推論として妥当でない32)。推論としては

むしろ,政 党アイデンティフィケーション(紐 帯(1))と 政策への態度(紐 帯③)が ともに紐

帯(2)を規定するという因果連鎖を考えた方が適当である。 とすれば,Campbe11ら も政策争

点にたいする態度の重要性を認識 していることでもあり,紐 帯②と整合する政策 へ の 態 度

(紐帯(3))の 形成 とその影響を改めて検討する必要があろう。端的にいって,政 党アイデ ン
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表2-5 態度発達の程度と,政 党アイデ ンティフィケーションと党派的評価の葛藤が投票の

過程で解決される方向との関係

評価的態度を形成してきた人々

発達程度

が高い

発達程度

が低い

評価的態度を全く形成

してこなかった人々

政党アイデンティフィケーションと
一致した投票

政党アイデンティフィケーションと
一致しない投票

計

N

20%

80

47%

53

75%

25

100%

143

100%

164

100%

36

数 値 は1952年 と1956年 の選 挙 の サ ンプル か ら得 られ た デ ー タ の組 合

わせ に基 づ い て い る 。

A.Campbe11,PE.Converse,W.E.Miller,andD.E.Stokes,

Tゐθノ肋zθ錫`απ γo歩θろp.142,Tab.6-6,1960

ティフィケーションの因果的優位性を主張す るなら,近 年における政党アイデンティフィケ

ーションの変動をどう理解するか。Campbel1ら はみずから,こ の問題を取扱えなかったこ

とを告白しているが謝,そ れにもかかわ らず,彼 らの調査結果のなかで表2-5に 示すよう

に,政 策争点 ・候補者への党派的態度と政党アイデ ンティフィケーションとが矛盾する人び

とについて,政 策争点 ・候補者への評価的イメージの発達度の高い人びとほど,そ の投票が

政党アイデンティフィケーションと一致 しないケースが多いことは,政 策争点 ・候補者への

態度の影響力を示すものとして注目に値する。

このことは,政 策争点への態度に限っていえば,図2-2の 右図に示 された左廻 りの因果

連鎖を十分推論させる根拠を示 している。この点,こ の図で情報や心理学的特性としての個

人の欲求,関 心が紐帯(3)を形成 し,紐 帯(2)との一貫性を導 くというChismanの 所説 は注 目

されてよい。政党アイデンティフィケーションの変動,す なわち政党への既存の支持からの

離脱の問題も,そ の支持にネガティヴに作用する情報の流れや欲求 ・関心に導かれて形成 さ

れた政策争点 ・候補老への態度の影響を抜きにして,単 に政党へのコミットメントの弱化な

いし喪失で説明することは,こ の現象の源泉に接近することにはならないだろう。

情報の流れの問題は,投 票者を取 り巻 く情報環境 と態度形成への影響に要約されよう。政

治的態度の形成は情報の流れを抜きにしては語れない。図2-2に 従 っていえば,紐 帯② と

紐帯(3)の関係 も,程度の差があっても,個人が特定の政策を欲 し関心を満たすものとして受取

り,政 党がその政策を唱導 ・支持するという情報の流れに継継的に接触 しているとき,一 貫

性の程度が高められる。逆に,ネ ガティヴな情報への接触は一貫性の程度を低め,ひ いては
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過去の政党への支持 ・投票をも低下させる。Campbenら の主張する政党アイデンティフィ

ションの影響の強さについても,情 報の流れの作用が説明に必要である(図2-2の 右図の

紐帯U)で は落ちている)。 もしその作用を無視すれば,政 党アイデンティフィケーションは

安定的であるがゆえに影響が強く,影 響の強さのゆえに安定的というトー トロジカルな説明

に陥入って,安 定性の低下の説明は困難となる。持続的な制度 としての政党が,安 定性の維

持に果たす情報環境 としての役割に注意する必要を強調したい。政党から政策や候補者につ

いて支持的な情報を継続的に受取る限り,この情報の補強効果によって,同 一政党への態度と

政策争点 ・候補者への態度との一貫性が維持されて,そ の結果として安定性が持続され うる

と考えられるか らである鋤。その意味で、政党は政策争点 ・候補者への支持の情報を組入れ

て政党への支持態度を引きとめるよう好ましい情報環境をつ くりあげるのであ る。 も ち ろ

ん,過 去における政党への支持 ・投票に好意的態度を示す先有傾向が安定性に作用すること

はありうる。 しかし,こ の作用を心理学的過程における選択的知覚(好 ましい情報に優先的

に接触 し,好 ましくない情報への接触を避ける)に よる影響の説明とする限り,ネ ガティヴ

な情報の影響に抗 して先有傾向が態度の維持にどれほどの影響の強さをもつかを示すべきだ

ろう。む しろ,先 有傾向の作用は,投 票者にとって外的な情報の流れと内的な政党への態度

が相互補強的である傾向を説明する概念としての意味を もつ35)。このように情報の流れを重

視することによって,政 党アイデンティフィケーションと情報の一貫性 との社会学的変数を

組立る必要がある。なお情報環境は政党に尽きるのでな く,政 治的指導者,集 団コミュニヶ

一ション,マ ス ・メディァなどの媒体による影響を含むことはいうまでもない。

「母集団における社会的諸特徴の分布は変化するが,そ の変化は長期にわたる緩慢なもの

である。だが,全 国選挙における投票のきわめて重要な変動は選挙ごとに生ず る。 このよう

な変動は短い時間の中では変化 しない独立変数で説明することはできない。態度論的アプロ

ーチは,態 度の方向を規定する候補者や争点のような,短 期間に移 り変 る政治的対象にいっ

そう注意を向けてきた。政治行動のかなり微妙な動態を解明する鍵は,政 治的な場面におい

て選挙民が示すかかる変動にたいする反応にあることは明 らかなように思えた鋤。」SRCグ

ループによる一連の調査活動の動機はこの一文にいい表わされている。 「社会的諸特徴」を

独立変数とするアプローチが,後 に取上げるErie研 究いらいの投票行動に関する社会学的

研究を指すことはいうまで もない。

ここでSRCグ ループの研究の特徴を要約 しておこう。投票選択の決定要因は複雑多様な

構造をもつが,選 挙の短期的な変動は投票決定を直接動機づける態度的諸要因とその関係に

注意を向けさせる。 「政治行動の決定要因としての政党アイデ ンティフィケーションの概念

は,調 査研究においてあまり注意されてこなかった。いくつかの研究では,政 党への心理的

結合はその他の階級帰属態度(宗 教的,経 済的など)を 独立変数とした従属変数として扱わ
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れてきた訂)。」態度論的アプローチでは従属変数が投票にたいして独立の影響力を もつ要因

となる。政党 ・政策争点 ・候補者への態度がその影響要因として注目される。これらの態度

的諸要因はその対象と個人の心理において政治的状況に密接 した党派的態度であり,か つ投

票決定への動機づけにおいて態度構造の中心的位置を占める。SRCグ ループの 「投票行動

の心理学」 はその意味で,投 票決定を動機づけるproximal-politica1な 要因を重視 している

といえる。投票決定過程で作用する諸要因は,基本的にはproximalな 要因とdista1な 要因,

politica1な要因とnonpohtica1な 要因に区分できるが認),明らかにdistalな要因やnonpolitica1

な要因を重視する社会学的硬究の伝統とは対照をなす。ところで,投 票の短期的変動を説明す

るためには,上記の三態度要因問の因果関係を明らかにする必要がある。proxima1-politica1

な要因のなかで,よ り長期的な安定性の高い要因と短期的な可変的要因の区別が必要となる。

「政党アイデンティフィケーションはゆるやかに変動するように見えるが,争 点と候補者は

より可変的な要因である。……(こ れ ら)諸 力のバランスが持続するかどうかは,国 の内外

の出来事が投票者の心のなかにこれら諸要因の再評価を強いる程度におおいにかかっている

39)。」 こうして政党アイデンティフィケーションは投票決定と他の態度的諸要因への規定性

において,投 票行動の心理学的研究の中心概念となる。それは,IPP(indexofpolitical

predisposition,後 述)に 凝縮された投票決定の社会学的説明の心理学的代替の位置を与え ら

れる。 しかも,こ の概念は個人の投票決定の レベルだけでな く,macrocosmicな 選挙過程の

分析への橋渡 しの役割を期待される。 この考え方の背後には,政 党 ラインに沿った大量の投

票の分化を示す歴史的傾向,す なわち投票の恒常的決定(standingdecision)の 現象があ

る40)。V.0.K:ey,Jr.に よって提唱されたこの恒常的決定の観点は,投 票の党派 的 分 化 の

持続的パタンから,単 一ケースの観察では把握できない伝統的な党派的愛着(traditional

partisanattachments)の 投票分化に果たす潜在効果を明 らかにする目的を もっていた。政

党アイデ ンティフィケーションはこの伝統的愛着を,現 実の投票記録によって示される恒常

的決定とは独立に,心 理学的変数として測定 しうる概念に発展させたものである。

SRCグ ループは投票決定と選挙結果に影響する態度的諸要因の重要性を強調 して 「投票

行動の心理学」を志向 した。この影響過程に作用する態度的 諸要因は政党 ・政 策 争 点 ・候

補者にたいする態度に集約される以上に数多 くあろう。その意味では,態 度構造論の立場か

らみて包括性に欠ける立論であるという批判が投げかけられるかも知れない。.だが,説 明の

完全性を高めるために態度の共有性の広さと影響の強さに着目して態度的諸要因が限定され

たのであり,そ の限りに:おいて,投 票の心理学的過程の重要な側面を明 らかにした貢献は否

定できない。それにもかかわらず,投 票行動の心理学的研究のもつ問題性は残る。Erie研 究

を継承したElmira研 究も,個人のもつ心理学的傾性が投票決定へ顕在化する過程(processof

implementation)を 解明する 「投票決定の社会心理学」を重視 した。このことは,投 票決
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定に影響する社会的諸条件の作用が,集 団圧力と個人の過去からのnaturalvotingpattern

との錯綜を解 く心理学的過程によって補完される必要性を示 している41)。しか し,そ れは単

に心理学的過程の問題を態度研究の領域に押 し込めようとするのでなくて,交 差圧力の状態

のなかで投票に導 くsalientな 態度の問題を問うたのである。それはまた,選 挙キャンペー

ンにおいてきわめて重視された争点への質問から,投 票者を性格づけるpriorityvariables

を得ようとする試みであった。実際,選 挙における争点が個人や集団の目標や利害 と密接に

関連していたり,さ らには集団が特定の候補者を強力に支持 している場合,争 点 ・候 補 者

(政治的対象)のsaliencyは 選挙キャンペーンによって急速に高められ,こ の対象に志向

した態度が,個 々の政党に同時に部分的な好意的態度を もつ人びとの投票の最終的な決め手

として作用するだろう。たとえ,そ れがより好意的な政党への支持に沿 った 投 票 で あって

も,人 びとが「もっとも重要 と考える」対象に整合 した政策争点 ・候補者を、その政党が支持

し選挙運動を展開した結果と考えられよう。SRCグ ループの研究でも長期的要因と短期的

要因の関係は重視されてきたが,政 治的対象のsaliencyと の関係で,投 票決定との態度的一

貫性が主として取上げられたのではない。 このことはほかならぬ投票行動研究における非心

理学的要因の重要性を意味している。 しかし,こ の重要性がSRCグ ループによって全 く意

識されていなかったと断定することは公平を欠 く。このグループの一員であるW.E.Miller

は そ れ だ からこそ,政 党アイデンティフィケーションのクロス ・ナショナルな研究の基本

的な論議として,政 党アイデンティフィケーションの発達と崩壊を引起す社会的諸条件の研

究の必要性を説 き,あ わせて選挙の安定と変動の付帯的な現象と本質を区別するために集団

加入と政治的態度の相互関係に関する研究の重視を強調 したのである42)。Campbe11ら は,

投票行動の社会学的研究と心理学的研究は同 じ現実を対象に扱いなが ら異なったレベル,異

なった言語を使っているが,そ れぞれが もつ特徴的なカが相互補完的に交流す るとき,広 汎

な理論枠組を維持 しえる利点をもつという3)。Millerの 指摘はその一つの回答 といえる。ひ

るがえって,投 票行動の社会学の立場 もまた検討の対象 とされる必要があろう。われわれは

ここでErie砥 究いらいの社会学的な研究主題に立ち帰 らなければならない。

1の 注

1)S.J.Eldersveld,TheoryandMethodinVotingBehav至orResearch,inH.Eulau,S.J.Elders.

veldandM.Janowitzeds.,・FbZ髭 ゴ`αムBθ 肱 擁oγ,p.268,FreePress,1956,

2)P.H.Rossi,FourLandmarksinVotingResearch,inE.BurdickandA.Brodbeckeds.,

・4〃26厘`碗Vo'勿8B動 卿 ゴ07,pp.8-15,FreePress,ユ959。Rossiが 「四 つ の 道 標 」 と して 取 上 げ

た 研 究 は,Riceの 著:書 の ほ か にP.F.Lazarsfeld,B.R.Berelson,andH.Gaudet,Tん θ」%oρZ6'5

Cゐo名oθ,Duell,StoanandPearce1944;B.R.Berelson,P.F.Lazarsfeld,andW.N.Mcphee,

yo励8噛,Un三v.ofChicagoPress,1948;A.Campbe11,G、Gurin,andW.E.Mi11er,Tゐ θVo彦 θア

1)60∫4θ5,Row,Peterson,1954で あ る 。

3)S.A.Rice,Ω%α π漉 碗 勿 θM6彦ho45∫ ηjFb1漉`5,pp.93-94,Alfred.A.Knopf,1928.
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4)凝 集 力 指 数(indexofcohesion)は 集 団 統 合 の 程 度 を 測 定 す る確 率 的 手 法 で あ る。 議 会 内 に お け

るrolLcallvotesが 純粋 に偶 然 的 に な され る確率 を 賛 成50%,反 戴50%の 分 布 で 表 わ され る と考 え

る。 この場 合 の 議 会 の 凝 集 性 は0で あ って(0.0)で 示 す 。 最 大 凝 集 力 指 数 は全 員(100%)賛 成 か

賛 成0%(反 対100%)の 場 合 を示 す か ら(100.0)で 表 わ され る。(0.0)と(100.0)の 中 間 の 凝

集力 指 数 は,賛 成 投 票 の比 率 が(50.0)か ら(0.0)ま た は(100.0)へ 移 る程 度 に よ って 決 定 され

る。 た とえ ば 賛 成30%で あれ ば,(0.0)の 凝 集 か ら(100.0)の 凝 集 に20/50窩40%の 移 行 が見 ら

れ るの だか ら,凝 集 力 指 数 は(40.0)で 示 され れ る。類 似 性指 数(indexofIikeness)は 集 団 内

に お け る政 策 争点 へ の類 似 性 か ら集 団 関 係 を 測 定 す る手 法 で あ る。 この 指 数 の レ ンジ も(0,0)か

ら(100.0)ま で の 広 が りを もつ 。 議 会 内 の あ る党 派 が100%賛 成 投 票,も う一 つ の 党派 が100%反

対 投 票 で あ れ ば,こ の二 つ の党 派 の 行 動 は全 く異 な って お り,類 似 性 指 数 は(100.0)で あ る。 つ

ま り絶 対 的 な 差 を示 す 数 値 で あ る。 しか し,.こ の二 つ の党 派 の投 票 が 同 時 に50-50,70-30と い う

よ う に分 れ れ ば,両 派 の政 策 に たい す る集 団 と して の反 応 は同 じもの で あ り,政 党 の分 化 と は結 び

つ か な い 諸 要 因 に よ って投 票分 布 が 決 定 され る こ とを表 わ して い る。 つ ま り,両 党 派 と も その 政策

に類 似 の投 票 を した こ と とな る。 この場 合,類 似 性 指 数 は(0.0)で あ る。Riceは これ らの 指 数 を

議 会 内 の 下位 グ ル ー プ(農 村 出身 議 員,労 働 者 出 身議 員,共 和 党 議 員,民 主党 議 員 な ど)や ブ ロ ッ

ク(議 員連 合)の 結 合 や 関 係 の分 析 に適 用 して い る。f6鉱,pp.207-227.

5)S。J.Eldersveldは,投 票 行 動 の 研 究 を,検 討 され た デ ー タ の タ イ プ とか,調 査 され た 選 挙単 位,

調 査 目的,に よ って分 類 す るだ け でぽ 不 明 確 な分 類 に終 る と い う。分 類 は 採用 され た調 査 デ ザ イ ン

と仮 説,す な わ ち調 査 方 法 論 の 特 徴 に規 準 を求 め るべ きで あ る。 この規 準 か ら,(1版 説 検 証 の探 索

的研 究,(2}mass-tabulationに よ る ケー ス 研究,(3}比 較 統 計 的 研 究,〔4}単 一 仮説 に基 づ く趨 勢 分

析,⑤ 仮 説検 証 の要 因分 析,(6}コ ミュニ テ ィの 動 態分 析,に 分 類 した 。(1)は 単 な る直 観 に よ って 命題

を仮 定 し,そ の 真 偽 を示 す た め に投 票 デ ー タが 相互 に無 関連 に収 集 され る。 た とえ ば,都 市 と農 村

の あ い だ に 政治 的態 度 の差 異 が あ る とい う仮 説 を検 討 す る た め に,Millnesota州,Wisconsin州,

NewYork州 の192◎ 年 と1922年 の州 議 会 選 挙,1920年 の大 統 領 選 挙 の デ ー タを ラ ンダ ム に収 集,

分 析 して 仮 説 の 妥 当 性 が主 張 され て い る とい う。 次 に,② は単 一 の選 挙 区単 位(都 市,郡,区)の 多 側

面 に わ た る投 票 記 録 か らデ ー タを 収 集 して,な ん らか の仮 説 に従 って デ ー タ の類 型 化 を 試 み る研 究

を 指 す 。 この 研究 は,単 一 地 域 の 特 殊 な 記 述 的 価値 を もつ が,仮 説 の体 系 化 へ の実 質 的 貢 献 は ほ と

ん ど認 め られ な い。 一 例 と して,J.K.PQ11㏄k,Vo勘gB8ゐ α海or」ACα5ε&畷y,Universityof

MichiganPress1939の ほ か数 多 くの 研究 が 指 摘 され て い る。(3}は 郡,州,国 家 に お け る投 票傾 向

の 遠 い を記 述 す る研 究 で,投 票 記 録 の 許 す 範 囲 で の研 究 に と ど ま って,仮 説 検 証 や 理 論 構 成 が個 別

主 義 的 で 限界 が あ る。 代 表 例 と して,H.Tingsten,Pb1∫'加1Bθ 加 擁07,P.S.Kin9&Son,Itd.,

1937;H.F.Gos灯ell,W乃:yEπ 砂 θVo該θ5,UniversityofChicagoPress,1930。 〔4}は数 多 くの選

挙 や 選 挙 区 で,投 票 行 動 の 一 つ の 側 面 に 関 す る命 題 や 解 釈 を 時系 列 デ ー タ で検 討 して その 妥 当 性 を

解 明 す る。客 観 的 デ ー タの 収 集 ・分 析 と調査 技 術 の発 展 に よ って 成果 が 得 られ つつ あ るが,他 に考

慮 され るべ き代 替 的仮 説 と検 証 の 問題 が 多 く残 され て い る。C.H.Titus,yo'勿gB盈 σ痂r∫ π漉θ

翫 ∫'θ43鰯 召5,U且iversityofCaliforniaPress,1935。(5)は 仮 説 検 証 の 体系 性 に お い て(1}と,限

定 され た 仮 説群 に 関連 す るデ ー タの 収 集 に お いて ② と,時 間 的 に一 時点,単 一 地域 に限 られ る点 で

㈲ と異 な る が,多 様 な相 関 分 析 の 手 法 を 駆 使 して仮 説 の 体 系 的 な 検 証 と投 票 行 動 の 基 礎 的 要 因 を究

明 す る経 験 的 研 究 と して 注 目 され る。投 票 行動 の齢 合 理 論 形 成 へ の 先 行 業績 と して 評 価 で き る。 代

表 例 と してW.F.OgbumandL.C.Coombs,TheEconomicFactorintheRooseveltElec.

tions,A粥6沈 απんZ髭 比αご&ゴ6πcεR⑳ 琵u,XXXIV,No.4,August,1940,719-727,E.R.Litchfield,

yo吻gβ8加 切07勿 αル勉 πψoZ伽 π,A彫 α,UniversityofMichiganPress,1941;H.F.Gosnell

andN.H.Gi11,AnAnalysisofthe1932PresidentialVoteinChicagQ,ん πθ物 σπ ∫b♂∫劾 α!

&`θ π68Rθ 擁θ初,XXIX,No.6,December,1935,967-984。(6)は 一 種 のmass-tabulationで あ り選

挙 記録 を も重 視 す る研 究 だ が,社 会 的,経 済 的,宗 教 的 その 他 数 多 くの要 因や 変 数 の動 態 的 な 相 互

作 用 を 組 入 れ た一 連 の仮 説 を基 礎 に した 研 究 で,選 挙 状 況 に お け る政 治 行 動 研究 へ の き わ めて リア

リス テ ィ ックな 研究 と して 評 価 され る。 この種 の 研究 の 基 本 的 信 条 は,政 治 行動 は コ ミ ュニ テ ィ全

体 の 状 況 現 象 とい う認 識 で あ り,そ の理 解 は多 様 な要 因 の 相互 作 用 の 分 析 を 必 要 とす る点 に あ る。

P。F.Lazarsfeld,B.R.Berelson,andH.Gaudet,Tゐ8・ 彪 ψ 」～5Cゐo倉 θ,Duell,Sloanand

Pearce,1944;B.R.Berelson,P.ELazarsfeld,andW.N.McPhee,yo励g,Universityof

ChicagoPress,1954(VotingはEldersveldが この 論文 を執 筆 した と き に はま だ 公 刊 され て い な

か った 。 彼 は 「P.F.Lazarsfeldの 指導 の も とに間 もな く出 版 され るだ ろ う」 と述 べ て い る);M.
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BenneyandP.Geiss,SocialClassandPoliticsinGreenwich,、B沈 ∫5ゐJo%r紹 ♂(ゲ806ピoZogly,

ユ950,ユ,310-327が 代 表 的 な 研究 例 であ る。

6)・G。Easthopeは,DartmouthCollegeの 学 生 を 対 象 と した投 票 意 図 の 変 化 にた い す る政 治 的態 度

の影 響 の調 査 で,Riceが 急 進 主 義,自 由主 義,保 守 主 義,反 動主 義 の尺 度 を 構 成 して 分析 を試 み たが,

それ に関 連 す る他 の 多 くの 要 因 が 含 ま れ て お らず,ま た,実 際 の分 析 で は調 査 デ ー タの%値 の動 き

のみ を 追 い か け詳細 な影 響 の分 析 に まで 立 ち入 れ な か った こ とを 指 摘 して い る。G.Easthope,盆

H∫5彦o驚y(ゾ306歪 αZR65θ απゐ,p,82,Longman,1974.

7)A.Barbrook,P鷹 θ魏∫げR)」 痂oαJB6ゐ 卿 蜘r,P.78MartinRobertson1975.

8)S.A,Rice,ψ.6歪'.,p,5.

9)D.Easton,丁 舵P∂'漉6αZ鉤5'θ 甥,PP.177-178,AlfredKnopf,1953.

10)R.T.McKenzie,Parties,PressureGroupsarldBritishPoliticalProcess,∫bZ漉6αZ9%αr孟 θ綾y,

Vo1.29-1,March,1955,p.135,147.

11)F.S.Chapin,TheVariabilityofthePopularVoteatPresidentialElec摂ons,丑 〃26擁`伽Jo勿 ハ

παZげ506ぎoZogy,Vo1.XVIII,No.1,July,1912,222-240.Chapinは!856年 か ら1908年 ま での 大

統 領 選 挙 の投 票 記録 の 統 計学 的分 析 か ら投 票 の 変 異 性 の 増 大 に 注 目 し(図1-2参 照),そ の 統

計 的原 因 と統 計 外 的原 因 を 検 討 す る。統 計 的原 因 とは新 しい 州 の合 衆 国へ の 編 入 と州 ご とに異 な る

有 権 者 の 増 大 に ょ る統 計 数 値 の 偶 然 の ば らつ きに注 目す る こ とで あ り,統 計 外 的 原 因 はindepen-

dentvotingの 増 大 に原 因 を 求 め る解釈 で あ る。結 論 的 に は統 計 的 原 因 に よ る影響 は 否定 され て,

統 計 外 的原 因 の影 響 が指 摘 され た 。

ユ2)W.F.OgburnandD.Peterson,PoliticalThough七 〇fSocialClasses,」%♂ 魏oαZ5c伽oθ Ω鰯r一

'8プ妙,Vo1.XXI,1916,300-317;W.F.OgburnandLGoltra,HowWomenVote,Pb砺6αZ

5`加`6Ω 照r∫8吻,Vd.XXX工V,1919,413-433.Ogburnの 投 票 行 動 に関 す る重要 な 論文 と して,

その ほかN.S.Talbotと の 共 同 研究 で あ るAMeasurementoftheFactQrsinthePresidential

Electionof1928,300`αZ乃 ノτ65,Voi.VIII,D㏄ember,1929,175-183.ま た,A.J.Jaffeと の

IndependentVotinginPresidentialElections,・47η θ物 απ」磁 η2αZげ80`∫oZogy,42,September,

1936,186-201が あ る。

13)A.Siegfried,処zう ♂6απR漉 吻 π64θZα1'0π65∫50%5ZαT70ゴ5琵 物6R(ψ πうZ∫g%θ,ArmandColir1,

1913.な お,Siegfriedの 著 書 に はほ か にLαG60gz⑫ 痂ε6Zθo孟o名αZθ44αFr碗6θ4θrO%θ ∫'50%5

Zα島R⑳%観g%6,LibrairieArmandColin,1949が あ る。 選 挙 地 理 学 の伝 統 を継 承 ・発 展 させ

た 代 表 的 な研 究 者 にV.0.KeyとF.Gogue1を 挙 げ る こ とが で きよ う。Keyは ア メ リ カ 南 部

諸 州 の 地理 的,風 土 的 な特 徴 が 経 済 的基 礎,人 口分 布,階 級構 造 を制 約 す る諸 特徴 を 指摘 して,地

域 の政 治 分 化(politicaldivisions)が 伝 統 的 な政 党 へ の 愛 着 を 維 持 す る 傾 向を 示 した 。V.O.

Key,Jr.,50雄 ん6rπP∂1ゴ漉5ゴ π5'鰯6碗4勘 云ゴoπ,Knopf・,1949,SocialDeterminismand

ElectoralDecision;theCaseofIndiana,inE.BurdickandA.」.Brodbeck,eds.,A魏 爾6α η

yo彦∫ηgBθ 加 擁07,FreePress.,1959.F.GoguelはSiegfriedい らい の伝 統 の 強 い フ ラ ンス の 研

究 者 の 代 表 で,経 済 的,社 会 的 な要 因 よ り も地 理 的,歴 史 的 な傾 向 の 重要 性 を指 摘 して い る。F.

Gouge1の 主 要 研究 は,G609駕 ρ痂64ε5EZθc彦 ∫oπ5F駕 η9α畑5,LibrairieArlnandColin,1951,L'

61ectionpr6sidentiellefranqaiseded6cembre1965,R6襯 βFrα πgαゴ5θ46&∫ επ`θP∂♂漉g銘6,

Apri1,1966.イ ギ リスで の 研 究 と して はH.Pe11in9,50磁ZGθog門 妙 妙 げBガ'∫ 読 瓦㌘`'加 ユ885-

1910,Macmi11an,ユ967が あ る。 な お,現 在 の 選 挙地 理 学 の 研究 状 況 の 理 解 に つ い て はM.A.

Busもeed,Gθogz砂 妙 απ4Vo勧gB読 αη'o解,OxfordUniversityPressが 便 利 で あ る。

14)C.E.MerriamandH.F.Gosnel1,.ハ 肋 ・ηo伽g:Cα π585σ加1漉 疏oゐ げCoπ 伽1,University

ofChicagoPress,1924.こ の 研 究 は シカ ゴ市 の市 長 選 挙(1923年)に お け る棄 権 調 査 で,棄 権 に

関 係 す る要 因 と して 性,選 挙 制 度 の特 定候 補 に有 利 に働 く事 情,移 動,外 国 出生 者,外 国 語 教 育,

地 方 政 党 組織 の 性格 が 指 摘 され た 。ま た,H.F.Gosne11,Gθ 癖 πgO%励 θ70傭 、4π.E⑫ θ万耀 π頁 η

≠加8励z麗Zα 劾 π げVoだ πg～UniversityofChicagoPress,1927は,政 党 との 関 係 の な い 団 体 に

よ るmailcanvassの 投 票 へ の 影響 を シカ ゴ市 民 を 対 象 に1924年 の大 統 領 選 挙 と市 会 議 員 選 挙 にっ

い て 調 査 した報 告 書 で あ る。 この 調査 で選 挙 人 登 録 の 煩 雑 さが 指 摘 され て い る こ とは 面 白い 。

15)A.Campbe11andH.C.Cooper,σzo砂1)卿 紹π08∫勿 五"伽 漉5嗣4yo該85,PP4-2,Green-

woodPress,1956,注14のMerriamとGosnellの 調査 が 無作 為 標 本 抽 出法 に よ る 最 初 の投 票行

動 の面 接 調査 で あ る。Gosne11の1924年 調 査 で は,シ カ ゴ市 内12の 地 区 の市 民 を 性 ・民 族 ・出生 地

・居住 年 数 ・収 入 ・学 歴 ・政 治 的 知 識 で 同 じ特 性 を もつ 実 験 群 と統制 群 に わ けて 調 査 して い る。図
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1-1は 選挙 人 登 録 率,両 選挙 の投 票 率 が 男 女 と も実 験 群 が統 制群 よ り高 い こ とを 示 して い る。

16)S.M.Lipset,ed.,Pb砒 廊∫απ4伽80c弼Sc伽cε ∫,PP.228-232,0xfordUniversityPress,

1969,矢 澤 修 次 郎 ・矢 澤 澄 子 訳,現 代政 治 学 の基 礎,335-341ペ ー ジ,東 京 大 学 出 版 会,1973年.

17)RTeerandJ.D・Spence, .Pb1∫彦ゴoσ10ρ勿ゴoηPbJZ5,P.13.HutchinsonUniversityLibrary,

1973.

、18)模 擬投 票 を試 みて き たそ の 他 の 主 要新 聞 ・雑 誌 に は,ChicagoTribune,ColumbusDispatch,

Hearstnewspapers,NewYorkDailyNews,Scripps-Howardnewspapers,FarmJourna1,

LiteraryDigest,Pathfinderが あ り,と くにLiteraryDigestとNewYorkHeraldは 全 国 規 模

の調 査 を実 施 して きた 。C.E.Robinson,St担wVote,inD.LSills,ed.,動'8魏 α4伽 α1Eη のノー

6」⑫ αθ4如6ゾ 疏8500∫ ¢」&:`6π6θ5,Vo1.,XIII-X工V,pp.417-419,.1950 .

19)F.S.Chapin,の}・6鉱,pP..222-223.

20)W.F。OgburnandA.J.Jaffe,oク6鉱,P.189.OgbumはChapinの よ う に投 票数 や投 票 率 だ けで

な く,年 齢 構 成,男 女 比,人 ロ増 加 率,経 済 条 件,出 生 地 な どセ ンサ ス ・デ ー タを 取上 げ,と くに

年 齢 集 団.と経済 条 件 の重 要 性 を 指 摘 して い る。

21)S.A.Rice,op.cit.,pp.280-293,pP。303-316.A.S.Meyer,TheIndependenrVoter,inW.

N.McPheeandW.A.Glaser,P露 臨6(⊇ ρ勿加 απ♂(】oπgz8∬加 αJEZ6漉oπ5,FreePress,1962は,

現 在 のfIoatingvotersの 問題 状 況 と して この こ.とを い っそ う現 実 化 させ てい る とい え る。

22)Riceの 研 究 に至 るま で の主 要 な文 献 を 刊 行 順 に ま とめ て掲 載 して お こ う。F.S,Chapin,.Varia-

bilityofthePopularVoteatPresidentialElections,且 η3θ万6απJbπ7η αZげ50`∫010毅y,XVIII,

No.2,1912;A.Siegfried,7bう 乙θ傭.FbJ∫ 吻 π64θ.ZσF㍑ π6θ漉 ♂'0κθ5'50%51αTプoゴ ∫鎗彫θRψ π6蹉

9π8,1913;A.Donaldson,CompulsoryVoting,翫'加 αZハ勉 廊の α1Rθ 擁θ卿,1915;W.・F.

OgburnandD.Peterson,PoliticalThoughtofSocialClasses,島1蛎`αZ56詑 πσθ.9襯r渉 θ吻,

Vo1.XXXI,1916;E.Krehbie1,GeographicalInfluenceinBritishElections,σ βogゆ 雇6αZ

Rθη忽 σ,2,1916;A.C.Millspaugh,1rτegu玉arVotingintheUnitedStates,PbZ漉`αZ&疹 θηoθ

9襯r詑 吻,Vo1.XXXIII,No,2,1918;W.F.Ogburnand工,Goltra,HowWome亘Vote,乃Z臨6αZ

&ゴ θ〃6θ9襯 吻z砂,Vol.XXXIV,1919;J.P.Gavit,A解6ガ6碗5∂ ッC肋`c6,NewYork,1922;C .

E.MerriamandH.F.Gosne11,ハ 肋 ・ワo彦∫πg,UniversityofChicagoPress,1924;B.A.Ame-

son,NQn-vQtinginaTypicalOhioCQmmunity,A膨 ア如 πPb砒 此4&:忽cθRε 疵 脚,XIX,

No・4,1925;乱F・Gosne11,G8≠ 伽90㍑ π ゐθ70'θ,UpiversityofChig母goPress,1927 ..

23)R.G.NiemiandH.F。Weisberg,eds.,Co窺roη6r蜘5勿 五〃z痂6απ γo励9B6肋 切oプ,PP.2-3,

W.H.FreemanandCo.,1976.

皿 の注

1)B.R.Berelson,P.F.Lazarsfeld,andW.N.McPhee,γo彦 勿g,.pp.333-347,Universityof

ChicagoPress,1954.

2)corroborationの 機 能 とは,比 較 研究 に よ って 複 数 の 研 究 の 調 査 結 果 が 同一 で あ る ことが 確 証 され

結 果 の 受 容 度 が 高 め られ る こ とで あ り,spec圭ficationの 機 能 とは,歴 史 的,社 会 的 に異 な った 条

件 の も とで 行 な わ れ た 研究 の比 較 は統 計 的 に異 ぢ った結 果 ヵ姓 じて も,そ の 条件 を 考 慮 す る こ とに

よ って 同 じ一 般 的 な結 論 に到 着 し う る こ とで あ る。 さ ま ざ まな 条 件 の も とで,同 じタ イプ の 研 究 を

繰 返 さな け れ ば基 礎 的知 識 を 得 る貴 重 な 機 会 を 失 しよ う。 最 後 に,研 究 の最 初 の段 階 で ネガ テ ィヴ
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INTRODUCTIONTOTHEVOTINGBEHAVIORRESEARCHES(1)

JuichiAIBA

"Quantitativ
eMethodsinPolitics(1928)"byS.A.Ricehasbeenevaluatedasa

pioneeringresearch.ofvotingbehaviorinitscontinuityofmethodologyandstyleto

thelaterresearches.Weaユsoagreewiththeevaluation.Atthesametime,however ,

wemaynotfρrgetthathisresearchowestothepre-historyofmanystudies.Theα1m-

ulationof,notonlyacademicstudiesearlyinthiscentury,butpublicopinionpollsand

electoralstatisticssince19thcentury,seeingitstypicaloneinstraw-voteliesbehindthe

backgrollndofcontemporaryvotingbeh3viorresearch.Theproperjtしdg皿enton

ct丘nulationandsustenanceoffindingtakesthefirststeptothedevelopmentinthe

th曾oryofvotingbehavior.

Whenwepoin㌻outthepresentsituationandissuesofvotingresearches,we

cannotdisregardasetofresearchesbySurveyResearchCenter,Michigan(SRC).Their

researchesareattemptsofempiricalgeneralizationtointerpretcausalsequences

ofdeterminantsinvotingbehaviorandelectoraloutcomes.Itmaybeonthelineto

systematizethepsychologyofvoting,howeverthesepsychologicalresearcheshadnot

cover6dtheinfluenceofsocialforceswithi且their.range,intheresultofanemphasis

onthefunctionofproxima1-politicalfactorsbutneglectofthatofdista1-nonpolitical

ones.

Thestarti㎎ 一pointofSRCresearcheshadbeensetup.fromthecriticismagainst

theformersociologicalresεarches,buthaveremainedinthrowingthelightonthe

psychologicalaspectsintheend.Thoughwealsorecognizethepsychologicalsignifica珪ce

ofvotingbehavior,weshouldlaystressonthen琴cessitytobeginthestudyfromthe

sociologicalpoint,especiallytherevaluationoftraditionsinceEriestudyinorderto

ma.keclearthecomplicatedsituationofelections.

齢


